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1．はじめに 

2012年10月に東京電力旭変電所で国内では初めてとなる

超電導ケーブル実系統運転に成功し[1]、約 1 年間実証試験

を行いシステムの信頼性を検証してきた。しかし高温超電導

ケーブルの実用化には、冷却システムの大容量化、且つ高

効率化の開発が不可欠である。そこで我々は、ブレイトンサイ

クル冷凍機の開発に着手し、ネオン（Ne）を冷媒とする5kW級

冷凍機を開発・製作し、冷凍機単体での性能試験を進めてき

た。昨年、超電導ケーブル冷却運転の事前検証として、弊社

工場内に超電導ケーブル冷却を模擬した液体窒素（LN2）循

環冷却設備を製作し循環運転を開始した[2]。本報では、LN2

循環冷却システムの運転特性や健全性評価を中心に報告す

る。 

2．冷却システム概要 

超電導ケーブル冷却を模擬したシステムのフロー図を fig.1

に示す。冷凍機は Ne を冷媒とし、3 段圧縮機と 1 段膨張機か

らなるターボブレイトンサイクルとした。冷凍機は、圧縮機ユニ

ットとコールドボックスから構成され、膨張機、熱交換器をコー

ルドボックス内に設置した（fig.2）。開発したブレイトン冷凍機

は実証試験で採用しているスターリング冷凍機に比べ能力、

保守ともに優れている。LN2 循環装置は、リザーバタンク、ポ

ンプ(1台予備)、流量計、模擬ヒータからなり、ポンプは予備機

を設け、故障時にも切替可能な構造とした。リザーバタンクに

貯液した LN2 は、ポンプで昇圧され、Ne/LN2 熱交換器

(Hex2)で過冷却となり模擬ヒータを経てリザーバタンクに戻る。

LN2 循環時における温度制御は、LN2 温度が一定になるよう

に冷凍機のモータ回転数制御及び Ne 循環流量を調整する

容量制御で行う。LN2 の循環運転条件は超電導ケーブルの

実運用を想定し実証試験同様とした。 

fig.1 Schematic of cooling system 

fig.2 Photos of refrigerator and LN2 circulation apparatus

3．冷却システム連続運転 

冷凍機による LN2 温度制御特性及び冷却システムの健全

性を検証するため 3 週間の連続運転を行った。超電導ケーブ

ル電流及び日負荷変動を考慮し、実系統運転を参考に模擬

ヒータ負荷を時間毎に 1、3 週目：3100W（9 時-18 時)－

2800W（18 時-翌 9 時)、2 週目：2400W（9 時-18 時)－2100W

（18 時-翌 9 時）と変化させた。尚、LN2 温度（冷凍機出口温

度）について 1、2 週目は、温度 69K 一定、3 週目は＋2K/日

ずつ設定温度を上げ、冷凍機の動作確認や温度制御特性を

検証した。 

fig.3 に冷却システムの運転特性を示す。LN2 温度は、いず

れのヒータ負荷変動に対しても制御範囲内で安定した追随性

を示している。またヒータ負荷の大きさや変動に対し、冷凍機

はモータ回転数制御あるいは Ne 流量を調整する容量制御に

より安定した LN2 温度で供給することが可能であり、超電導ケ

ーブル実用化に向け制御の健全性を確認した。 

fig.3 Characteristics of cooling under heater control 

4. おわりに 

超電導ケーブル実用化を目指し大容量・高効率の冷却シ

ステムを開発した。超電導ケーブル連系前の運転確認として

連続運転を行い、温度制御の追随性及び健全性を確認した。

今後は冷却システム故障時を想定したポンプ予備機への切

替運転の検証や異常時対応を検討する。 

本研究は、「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」として、

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から委託を

受けて実施したものである。 

参考文献 

1. R. Ono, et al.: Abstracts of CSSJ Conference, Vol. 87  

p.160(2013) 

2. R. Ono, et al.: Abstracts of CSSJ Conference, Vol. 88  

p.215(2013) 
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1．はじめに 

高温超電導ケーブル実用化には、大容量、高効率、高信

頼性、制御性が冷凍機の課題に挙げられ、これらの条件を満

たすために、高性能冷凍機の開発を 2011年 2月より開始した。

冷凍機の開発目標として、冷凍能力 5ｋW、COP:0.1、メンテ

ナンス間隔 30,000 時間と定めた。開発仕様を table.1 に示

す。    

2．ブレイトン冷凍機の開発(1)、(2) 

 上記の目標を達成するため、冷凍サイクルは逆ブレイトンサ

イクルとし、圧縮機・膨張機にはターボ型を採用した。ブレイト

ン冷凍機の仕様を Table.1 に示す。       

Table.1 Specifications 

本ブレイトン冷凍機は圧縮機ユニット、コールドボックスから

なり、圧縮機、膨張機の断熱効率、圧縮比を大きく低下させな

いため配管および熱交換器の圧力損失を考慮して設計を行

った。

(1)圧縮機ユニット 

  圧縮機ユニットは主に一・二段目圧縮機、水冷却器三台、 

バッファタンクから構成した。圧縮機ユニットの外観図を Fig.1

に示す。 

 Fig.1 Compressor unit  

(2)コールドボックス 

コールドボックスの主な構成機器として膨張機・三段圧縮機、

冷熱回収熱交換器、LN2 クーラー、負荷用ヒーターからなり、 

極低温になる機器を真空容器内に納め真空断熱を行った。 

3．ブレイトン冷凍機の容量制御と性能 

  一般的なブレイトン冷凍機ではターボ圧縮機・膨張機の回

転数制御により冷凍能力の調整を行うが、この方法では循環

流量と圧力比の 2 つが変化してしまい、回転数に比例して

COP が変化する。本開発で考案した圧力制御を用いた場合、

ターボ圧縮機・膨張機を定格回転数で一定に保ちながら循

環するガスの圧力を変化させて容量制御を行うため、COP 

一定での高効率運転が可能となるこを確認した。

ブレイトン冷凍機出口の液体窒素温度 77 K での冷凍能力

は約 5.8 kW、モータ入力電力基準の COP は約 0.1 であり、

開発目標を達成した。また、工場試験累計 1,000 時間以上の

運転において冷凍機のトラブルはなく、ほぼ同型の空気冷凍

機用ターボ圧縮機・膨張機の実績からもメンテナンス間隔

30,000 時間は達成出来る見通しを得た。 
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Fig.2 Results of control test  

4．おわりに  

 本ブレイトン冷凍機の冷凍能力は約5.8ｋW、COP：0.1となり

開発目標を達成した。 

 今後の課題として小型化が挙げられる、本装置は必要設置

面積を大きく確保しなければならず、市場展開を見据えると

小型化且つ設置場所を選ばない形状のパッケージの検討が

必要となってくる。それに伴って熱交換器の小型化検討も行

う。 

また、圧縮機・膨張機の最適調整により性能の向上も期待で

きるため更なるスペックアップを行う予定である。 

本研究は、「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」として、

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から委託を

受けて実施したものである。 
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1．はじめに 

高温超電導ケーブルは大容量低損失送電のメリットを生か

し、次世代の送電ケーブルとして実用化が期待されている。

日本国内においては 2007 年度より「高温超電導ケーブル実

証プロジェクト」が実施されている。本プロジェクトは、東京電

力旭変電所内に 240m 級高温超電導ケーブルを構築し、

66kV の実系統に接続して送電運転を行い、その運用性、信

頼性、保守性等の検証を実施するものである。 

2012 年 10 月 29 日に国内初となる実系統連系運転を開

始し、系統運転状況の変化による負荷変動や機器の運転状

態の監視および評価を行い、2013 年 12 月 25 日に 1 年以上

の実系統連系運転を終了した。［1］ 

本報告では、実系統連系運転中の冷却システムの運用デ

ータを中心に運転特性評価の概要を報告する。 

 

2．冷却システム概要 

超電導ケーブル冷却システムのフロー図を Fig.1 に示す。

本システムは、冷凍機、循環ポンプ、リザーバタンク等で構成

され、冷凍機は 1kＷスターリング冷凍機を 6 台使用している。 

安定したケーブル冷却を行うために、循環冷媒の温度・圧

力・流量の制御を行っており、温度は、冷凍機 ON-OFF 制御

で設定温度±1K、圧力はリザーバタンクでの加圧制御により

0.2MPaG、流量は循環ポンプのインバータの回転数の調整で

40L/min で制御されている。 
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Fig.1 Diagram of LN2 cooling system 

3. 運転特性 

3‐1 系統連系実証試験  

実系統に接続しての高温超電導ケーブルの運用を 2012

年 10 月 29 日より、1 年以上行った。実系統運転中の冷却シ

ステムの主要制御項目であるケーブル入口温度、リザーバタ

ンク圧力、循環流量と導体電流を Fig.2 に示す。 

  Fig.2 に示すように、運転開始から 2013 年 3 月までは、ケー

ブル入口温度を設定値 69±1K で運転を行い。導体電流変

動による冷却負荷変動に対して、設定範囲内で温度、圧力、

流量が制御可能であることを確認した。2013 年 3 月以降は制

御温度設定値を 69±1K から除々に変更し、最高 75.5±1K

で運転を行い、ケーブルシステムへの影響確認を行った。制

御温度を上昇させた場合でも、温度、圧力、流量は設定範囲

内で制御可能であり、ケーブル側にも問題は無かった。 

 

 

 

 

 
Fig.2 Results of operation 

3‐2 長期運転中の冷却システム対応 

本システムに使用した冷凍機に関して、長期運転により冷

却能力低下が発生しており、要因としては Table.1 に示すよう

なものが考えられる。 

そこで、それぞれの要因に対して適切な対応を適宜行うこ

とで、表中に示す数値分の冷却能力低下への影響がなくなり、

能力維持が可能であった。ただし、メンテナンスに関しては運

転時間や運転台数、予備機の関係、メンテナンス期間等を考

慮した、細かいスケジュール管理が必要であった。 

Table.1  Cause of cooling capacity decrease 

Assumption Factors Measures Results 

Working gas 

Decrease of He gas 

Recharge of He 

gas 
40W per unit 

Reduction of the 

vacuum 
Vacuum 30W per unit. 

Mechanical friction Maintenance 200W per unit 

4. おわりに 

2013年12月25日に実系統連系運転を無事終了した。1年

以上、無人運転状態で大きな異常なく運転を継続でき、想定

より高い温度範囲でも安定した制御が行えたことから、制御

性・信頼性に関しては問題ないことが確認できた。運転可能

温度を高くできたことは、冷却システムの能力・効率面で有利

となるため、有益な結果であった。しかし、冷凍機に関しては

適切な対応により能力維持及び運転継続は可能であったが、

実用化に向けては冷凍機の大型化、高効率化、メンテナンス

間隔の長期化が課題である。 

  

謝 辞 

本研究は、「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」として、

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から委託を

受けて実施したものである。 

 

参考文献 

1. M Shimoda et al.: 2014 National Convention Record IEE  

Japan pp.197(2014) 

Flow rate 
Current 

Pressure 

― 96 ― 第89回　2014年度春季低温工学・超電導学会

2C-a03 高温超電導冷却



Fig.2 Cross Section View 

    of Cable Structure 

Table.1 Stress to depend on a 30m cable

Fig.3 Calculation Result 

 (Radial Direction) 

Fig.4 Calculation Result 

 (Longitudinal Direction) 

Fig.5 Calculation Result 

 (Circumferential Direction) 

Fig.1 Calculation Result of LN2 in the Sealing up 

冷却流路中に複数の接続部を持つ HTS ケーブルの圧力上昇評価 
Pressure estimation of subcooled LN2 existing  

in the enclosed space between 2 serial joints in HTS cable  
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1．はじめに 

超電導ケーブルは電力輸送の高密度化と低損失化という

特性を兼ね備えていることから，電力輸送システムの拡充とい

う課題に対する最善の解決策として期待されている。 

しかしその実用化に向けては短絡事故に対する影響評価

が必要不可欠である。実用化が想定される 66 kV 系統では事

故時最大で 31.5 kArms-2 s の過電流が流れることが想定され

ているが，我々はこれまでの研究でその際のケーブル内の温

度・圧力上昇について評価を行ってきた。[1][2] 

超電導ケーブは実用時，変電所間の接続に用いられるこ

とが想定される。この時最短でも 2 km ほどの距離を繋ぐという

ことになるが，現在のケーブル構造ではドラム巻の制限から条

長 500～600 m ごとで接続が必要であり，接続部間に密閉さ

れた銅フォーマ部空間ができてしまうと考えられる。 

本研究では，このケーブルに複数のジョイントを設けた際

の圧力上昇を評価し，事故時の状況を推定するプログラムの

構築を行ったので報告する。 
 

2．密閉状態における液体窒素の圧力解析  

密閉された空間内での液体窒素の圧力解析を行った。温

度上昇解析結果からケーブルは 100K 程度になると考えられ，

90K から 5K ごと 120K までの温度について，その密度が膨張

により小さくなった際の圧力を算出した。なお液体窒素の圧

力計算は流体の物性値計算プログラム GASPAK を用いて行

った。結果を図 1 に示す。 

この結果を見ると密度の変化が圧力変化に大きく影響して

いることが確認できる。したがって圧力上昇に伴うケーブル内

の体積変化の把握が重要であることが示唆された。 
 

3．ケーブル内応力評価解析  

事故時の密閉銅フォーマ部の圧力上昇に伴うケーブル内

部にかかる応力解析を行った。モデルケーブルは熊取試験

場で用いられた 30 m ケーブルを用いた。用いたケーブル構

造を図 2 に示す。解析は短絡事故を想定し内部圧力が 0.１～

10 MPa までに変化した際の，内部にかかる応力を計算した。 

ケーブルの内部構造は銅フォーマに PPLP が巻かれた厚

肉円筒とし，応力が最大になる最内部	�� � ���について以下

の式から計算を行った。また解析では，比較のため，外径を 2

倍～4 倍まで変化させた際の応力計算を行った。�� � �����	� 
�� � � ��

�� � 1 ��
��
� �

�
� 1�        ・・・�1� 

�� � ��
�� � 1 ��

��
� �

�
� 1� 				       ・・・�2� 

�� � ��
�� � 1      														      ・・・�3� 

この結果より，最内部での応力は主として周方向にかかるこ

とが確認された。したがってケーブルの安全性評価に当たっ

ては，周方向応力が許容応力を下回ることが必要とされる。 

そこで，許容応力の低いと考えられるフォーマ部に巻かれ

た PPLP®（Poly-Propylene Laminated Paper）を PET（Poly- 

Ethylene Terephthalate）としてそのヤング率（７７ K）[3]から推

定されるひずみを計算した。ひずみの計算には， 

� � �� ・・・�4�						��応力 ��ヤング率 ��ひずみ 

の式を用いた。結果を以下の表 1 に示す。 

この結果より，少なくとも 10 MPa までの内圧に対して

は応力に耐えられる構造であることが示唆された。 

 

 

 

圧力 

[MPa] 

周方向応力

[MPa] 
ひずみ 

許容応力

[MPa] 

1 2.273 9.43E-04 

241 5 11.36 4.72E-03 

10 22.73 9.43E-03 

4．まとめ 

本研究では接続部間で密閉されたケーブル内の挙動推

定を行った。密閉状態の液体窒素について温度-密度と圧力

の関係を算出した。またフォーマの周りに巻かれた PPLP®を

PET と仮定した時，想定される圧力の範囲で実ケーブル内に

かかる応力を計算し，密閉フォーマ部圧力が 10 MPa 程度ま

でならケーブル破壊の危険性は示されなかった。 
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液体窒素冷却超電導テープ線材のフィンによる冷却特性の向上
mprovement of recovery characteristics of REBCO wire with cooling fins 

白井　康之，原　佑規，米田　和也，塩津　正博（京都大学）；礒島　茂樹（住友電工）；野口　浩二（日新電機）

SHIRAI Yasuyuki, HARA Yuki, YONEDA Kazuya, SHIOTSU Masahiroi (Kyoto Univ);

ISOJIMA shigeki (SEI; NOGUCHI Koji (Nisshin Electric) 

E-mail: shirai@energy.kyoto-u.ac.jp

1．はじめに

液体窒素浸漬冷却の超電導線では、急な過電流通電時

に核沸騰状態を経ずに膜沸騰状態に直接遷移し、大きな温

度上昇となることが報告されている。また、抵抗型超電導限流

器応用を考えた場合には、抵抗発生した限流動作状態から、

事故電流が遮断された後できるだけ速く超電導に復帰し、待

機状態に戻ることが期待される。本研究では、REBCO 線材に

フィンを取り付け、冷却面積を増やすというだけでなく、過電

流通電時の急速な加熱による非沸騰域からの直接膜沸騰遷

移を防ぎ、また沸騰膜の生成、維持を阻害させて、温度上昇

の抑制と速い超電導復帰を実現することを提案し、実験により

フィンの効果を確認した。

2．試験サンプル

図１に試験サンプルの写真と取り付けたフィンの概略を示

す。以前の行った、フィンを取り付けた SUS の円管や平板で

の熱伝達実験では、フィンの高さや間隔をパラメータとして、

その効果が確認された[1]。その結果をもとに、今回は ReBCO

短尺線材に高さ 3mm、間隔 2mm とした 2 種類のフィンを半田

付けしたサンプルで検討した。ReBCO 線は銅メッキしたものと、

銅メッキのないもの[2]を用いた。

3．実験結果と考察

図 2 は、銅メッキ REBCO 線の試験結果の一例である。電

流を指数関数状に上昇させ（このケースでは時定数 τ は

50ms）、臨界電流を超えると抵抗が発生している。ある設定抵

抗値で電流を遮断した後、微少電流通電して抵抗測定した。

遮断後はじめは膜沸騰状態で冷却が緩やかに進むが、抵抗

が 1.5mΩ程度で核沸騰に移行し冷却が加速される様子が観

測された。膜沸騰状態での冷却はフィンをつけたものが速くな

っているのが確認された。

同様の実験を、より大きな常電導抵抗を期待して銅メッキの

ないREBCO線で実施した。ただし、加熱による線材の劣化が

みられたので、発熱量が指数関数状となるように通電電流を

制御した。図 3 に一例を示す。τは 30ms である。条件をそろ

えるのが難しく、また膜沸騰域が短時間なので冷却効果の差

違が明確ではないが、フィンの効果が期待される結果を得て

いる。

図４は、この実験結果をシミュレーションによって検討した結

果である。図のような簡略化したモデルでも、フィンの近傍と

離れた箇所での温度分布が現れ、熱伝達が一様でなくなっ

て、結果として、膜沸騰からの離脱が速くなることが確認され

た。

4．まとめ

フィンの冷却特性向上効果は、期待通りに確認された。今

後、長尺線に安定に容易に製作でき、同様の効果が期待で

きるフィンの材料、形状、設置方法などを検討する予定であ

る。
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Fig.1 Photo and Schema of test superconducting tapes without 

(No.1) and with SUS triangle fin (No.2), Cu L-shape fin (No.3).
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Fig.2 Experimental result: transport current (left) 

and resistance of each sample (right) for Cu coated 

REBCO sample.

Fig.3 Experimental result: transport current (left) 

and resistance of each sample (right) for REBCO sample 

without Cu coating.

Fig.4 Simulation model of superconducting wire with 

fin (left) and simulation result of resistance change 

with exponential current as in Fig.1 (right).
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高温超電導誘導同期回転機における冷却構造の検討 

－積層珪素鋼板の熱通過率の異方性 
Study on cryogenic structure of high temperature superconducting induction/synchronous 

machine-Anisotropy of coefficient of overall heat transfer in silicon steel core 

渡邉 潤，志村 拡俊，中村 武恒，小笠 卓郎，雨宮 尚之 (京大)； 伊藤 佳孝（イムラ材研）； 大橋 義正 （アイシン精機）

WATANABE Jun, SHIMURA Hirotoshi, NAKAMURA Taketsune, OGASA Takuro, AMEMIYA Naoyuki (Kyoto Univ.);  
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１．はじめに 

我々は，輸送機器への適用を目指した高温超電導誘導同

期回転機の研究開発を実施している[1]。本研究では，回転

子ならびに固定子鉄心に使用している珪素鋼板について，そ

の熱通過率の異方性を実験的・解析的に検討するとともに，

冷却構造について基礎検討を行ったので報告する。 

２．測定対象とシステム 

本研究では，珪素鋼板の軸方向および径方向における冷

却特性の測定を行った。Fig. 1(a)には，軸方向における冷却

特性測定実験の模式図を示す。測定対象とした回転子コア

(珪素鋼板，外径: 49.25 mm，軸長: 96 mm)の上端面にGM冷

凍機コールドヘッドを設置した。また側面二箇所に抵抗温度

センサを取り付け，冷凍機を駆動させた時の温度変化を測定

した。なお，実際の回転子コアには，シャフト用の穴があけて

あり(内径: 24 mm)，当該部分の熱伝達を低く抑えるため，ネ

ジ止めにはガラス繊維強化プラスチックを用いた。 

Fig. 1(b)には，径方向における冷却特性測定実験の模式

図を示す。本実験では，コールドヘッドと測定対象とした回転

子コア(珪素鋼板，外径: 49.25 mm，内径(シャフト径): 24 mm，

軸長:29 mm)の円周部に銅薄板を巻きつけて，径方向への冷

却を可能とした(軸方向冷却特性測定時は，上記薄板を外し

ている)。 

３．実験結果と考察 

Fig. 2(a)には，軸方向における冷却特性の測定結果(シン

ボル)，および一次元熱伝導方程式(差分法)[2]によるフィッテ

ィング結果(実線)を示す。同図から明らかなように，軸方向の

熱伝達は非常に小さく，このことは解析結果との一致からも検

証された。 

Fig. 2(b)には，径方向における冷却特性の測定結果を示

す。実験方法や測定対象の諸元は異なるが，上記軸方向と

比較して速やかに定常温度に達した。つまり，径方向におけ

る熱通過率は非常に大きな値になると予測される。熱通過率

に大きな差が生じるのは，珪素鋼板が薄板を積み重ねた構

造をしているため，各層間で接触熱抵抗が生じているからだ

と考えられる。 

以上の結果から，回転子コアの軸方向冷却は殆ど期待で

きず，径方向について積極的に検討すべきであると考えられ

る。当該結果を受け，回転子鉄心表面のガス冷却特性改善

などを検討したが，詳細は講演当日に報告する。 
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Fig. 2 Experimental and analysis results of overall heat 

transfer in silicon steel core 
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Fig. 1 Schematic diagram of experimental set-up for overall 

heat transfer in silicon steel core
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磁場回転型ドラッグデリバリーシステムに関する基礎的研究 
Fundamental study on drug delivery system with rotating magnetic field 

 

竹内 一将，三島 史人，秋山 庸子，西嶋 茂宏（大阪大学 工学研究科） 

TAKEUCHI Kazumasa， MISHIMA Fumihito， AKIYAMA Yoko， NISHIJIMA Shigehiro 

(Osaka University Graduate school of Engineering) 

E-mail: takeuchi@qb.see.eng.osaka-u.ac.jp 

 

1．はじめに 

薬剤に強磁性を付与し、体外からの磁気牽引力によって薬

剤を標的部位に送達する磁場印加型薬剤送達システム

（Magnetic Drug Delivery System:MDDS）の研究が盛んに行

われている[1]。しかし、体外の一方向から磁場を印加する従

来の MDDS の手法では、薬剤は体表面に集積するため、体

内深部に効率的に薬剤を送達することが困難である。そこで、

本研究では磁場を回転させる手法について検討した。磁場の

回転軸付近では、強磁性薬剤を血管内壁に沿って円運動さ

せ続けることで集積させる。一方回転軸から離れた箇所では、

磁場の大きな変動により、強磁性薬剤は血管内壁に沿った円

運動を続けることができず血管内壁から離れ、血流に押し流

されることにより、集積を防ぐ（Fig1）。このような磁場回転型

DDS（Drug Delivery System with Rotating Magnetic Field）[2]

の技術を開発するため、磁場に関する基礎的な制御につい

て検討した。 

Fig1.The trajectory of a ferromagnetic drug in 

a blood vessel when rotating magnetic field is utilized 

 

本研究では、磁場発生源に電磁石を採用することで、磁石

や患者を回転させることなく電流の制御により、磁場発生源を

固定した状態で生体内に印加する磁場を回転させる手法を

検討した。ここでは、磁場回転型 DDS の基礎的技術を確立す

るという目的のもと行った、電磁石の設計および模擬実験の

結果について述べる。 

 

2．実験方法 

マウスを用いる生体実験の規模で、電磁石先端から 15 mm

離れた場所で粒径 30 μm のマグネタイト粒子（磁性薬剤を

模擬）を牽引することができる条件の電磁石を設計し、これを

4基製作した。これら電磁石の先端が直径3 cmの円周上で等

間隔になるよう配置し、電流の切り替えにより各電磁石に 1 A

の電流を順次通電することで、回転磁場を模擬した。この円

の中心を、磁場の回転軸とする。内径 4.76 mm の模擬血管中

に、マグネタイト粒子懸濁液を鉛直上向きに流速 2.5 cm/sec

で流し、1 Hz の回転磁場を印加したときの粒子の挙動を、以

下の 2 つの条件で観測した。Fig2 に実験系の主要な部分を

示す。 

ⅰ．磁場の回転軸から5 mm離れた箇所に模擬血管を配置 

ⅱ．磁場の回転軸上に模擬血管を配置 

Fig2. Experimental system 

3．実験結果・考察 

回転磁場を継続的に印加したときのマグネタイト粒子の挙

動を Fig3 に示す。上図がⅰ、下図がⅱの条件での集積の様

子であり、各図中の矢印は、懸濁液の流れの方向を表す。ま

ずⅰ．において、粒子は回転磁場印加領域において一旦集

積するものの、少しずつ流され、6 分後全ての粒子が流された。

一方ⅱ．において、粒子は集積され、6 分間経過した後も模

擬血管内壁に沿って、磁場の回転周波数で円運動を続けた。

以上の観測結果から、磁場の回転軸から離れた箇所にある

血管では強磁性薬剤の集積を防ぎ、回転軸上にある血管の

みに集積させる技術の実現の可能性が示された。 

Fig3. The behavior of ferromagnetic particles 

（upper ： ⅰ，lower ： ⅱ） 

 

4．今後の展望  

以上の結果をふまえ、Fig4 のように、対向する 2 基の電磁

石を接続することで対とし、各対の電流を個別に制御すること

により、各対の間に印加する磁場の合成磁場を回転させる手

法を検討している。この手法によって、より精密な磁場制御が

可能になると考えられる。また、本研究により基礎的技術が確

立されたので、超電導ソレノイド磁石を用いた磁場回転型

DDS 装置について、今後検討を進める予定である。 

Fig4. Next step of controlling magnetic field 

 

参考文献 

1. 城潤一郎ら，Drug Delivery System 22-5，pp.558-568，

2007 

2. M.Chuzawa，et al.: Physica C：Superconducticity, Volume 

484，pp.120-124，2013 

第89回　2014年度春季低温工学・超電導学会― 101 ―

2C-a08 装置評価・制御



自然エネルギー出力変動補償用 SMES の通電電流を考慮した 

入出力制御法の検討 
Investigation of an input/output control method considering SMES coil current for compensating 
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1．はじめに 

近年，化石エネルギーの代替エネルギーとして，自然エネ

ルギーを利用した発電方法が注目されている。しかし，発電

出力の変動は急峻で大きく，系統に大量導入するには予備

力の確保や周波数変動への対策が必要となる。そこで，我々

は，燃料電池(FC)と電気分解装置(EL)から成る水素システム

と超電導磁気エネルギー貯蔵(SMES)システムという 2 つの特

徴の異なる電力貯蔵システムを組み合わせた「先進超電導電

力変換システム(ASPCS)」を提案している[1]。ASPCS を安定し

て継続運転させるには，それぞれの貯蔵システムに適した制

御方法を確立する必要がある。そこで，本研究では，小型モ

デル装置を用いて SMES の残存容量(通電電流)を考慮した，

SMES の入出力制御法について検討した。 

 

2．システム構成と変動補償方法 

本研究で提案している ASPCS の概念図を Fig. 1 に示す。

ASPCS は自然エネルギー電源，SMES と水素システムを組み

合わせたハイブリッド貯蔵システム，燃料電池自動車用の液

体水素ステーションで構成される。自然エネルギーの出力変

動補償は，Kalman filter によるトレンド予測によって抽出され

た長周期成分を水素システムが，残りの短周期成分を SMES

が行う。SMES はエネルギーを磁気エネルギーとして貯蔵する

ため，応答性や耐久性に優れている。しかし，経済性の観点

から，容量を可能な限り小さくすることが望ましく，かつ,SMES

の容量を有効に使用するため，コイルの運転電流を考慮した

入出力制御が重要となる。 

 

3．入出力制御方法の検討 

ASPCS の運転中に SMES が過充電/過放電となり制御不能

となると変動補償を継続できなくなるため，SMES の通電電流

を常に監視し，適正な範囲内に収める必要がある。そこで，本

研究では，SMES コイル電流が基準値以上または以下になる

と基準値に戻るように補正する残存容量フィードバック

(SOC-FB)制御を採用した。そして，SMES と水素システムの

EL を模擬した電子負荷で構成された小型モデル装置を用い

て，SOC-FB 制御を適用した場合と適用しない場合について

変動補償試験を行い，SMES コイル電流の時間変化を測定し

た。その結果を Fig. 2 に示す。また，SOC-FB 制御適用時に

おける 10 分間の変動補償試験結果を Fig. 3 に示す。Fig. 2

より，SOC-FB 制御を適用しない場合には，途中で SMES のコ

イル電流がゼロとなり，出力変動補償を継続できなくなったの

に対し，SOC-FB 制御を適用した場合には，コイル電流がゼ

ロになることなく運転を継続することができた。また，Fig. 3 より，

SOC-FB 制御を適用した場合に，出力電力の変動率を±10%

以下に抑制することに成功した。なお，本研究の一部は，

JST(ALCA)からの委託により実施したものである。 

 
Fig. 1 Schematic view of ASPCS  

 

 
Fig. 2 Experimental results of SMES coil current with/without 

SOC-FB control 

 

 
Fig. 3 Experimental results of output power compensated by 

SMES and hydrogen systems 
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１．はじめに

我々は，輸送機器への適用を目指した高温超電導誘導同

期 回 転 機 (High Temperature Superconducting Induction 

/Synchronous Machine: HTS-ISM)システムの研究開発を実

施している[1]。本システムの実現可能性を明らかにするため

には，その超電導回転機&冷凍機システムが既存の常電導

回転機&トランスミッションシステムに比較して駆動効率の観点

から優れていることを実証していかなければならない。 

本報告では，HTS-ISM&冷凍機システムについて非線形等

価回路による効率コンター図を作成し，上記既存システムに

対する優位性を検討したので報告する。 

２．対象とした回転機と解析方法

Fig. 1には，検討対象とした50 kW級全超電導誘導同期回

転機の2次元有限要素法解析モデルを示す。同モデルにお

いて，固定子巻線の交流損失は非線形等価抵抗に置き換え

ることにし，先行研究[2]から0.25 µΩ/AHz@78 Kと仮定した。 

上記回転機について，仮想的無負荷試験および回転子拘

束試験を電磁界解析によって実施し，等価回路定数を決定し

た。また，同回転子におけるHTSロータバーの非線形抵抗[3]

も別途反映している。解析時の制約条件としては，最大トルク

1600 Nm，最高回転数1800 rpm，線間実効最大電圧400 Vと

した。

３．解析結果と考察

Fig. 2には，上記開発した等価回路解析結果と試験結果の

比較を示す。同図に示すように，温度70 Kと77 Kについて両

者が良く一致しており，即ち等価回路解析コードの妥当性が

示された。 

次に，上記解析コードを用いて，定常駆動時効率マップを

作成した。Fig. 3にその結果を示す。同図に示すように，

HTS-ISMは広範なトルクと回転数の範囲にて高効率を実現で

きている。さらに，将来的な冷凍機COPを0.1と仮定すると，例

えば(トルク，回転数)=(300 Nm, 500 rpm)といった使用頻度の

高い走行条件においてシステム効率が90%近くに達する結果

を得た。同様の出力特性を有する従来型(常電導)永久磁石

モータの最高効率は94%程度であるが[4]，トランスミッションの

ギア損を考慮すると75～80%程度にまで低下すると推測される。

詳細は，講演当日に報告する。
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class HTS-ISM operated at 78 K 
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１．はじめに 

我々は，輸送機器への適用を目指した高温超電導誘導同

期 回 転 機 (High Temperature Superconducting Induction 

/Synchronous Machine: HTS-ISM)の研究開発を実施してい

る[1]。本研究では，可変速時における同期回転状態維持範

囲の拡大を目指し，特定の回転数とトルクの領域に分割して

磁束一定を制約条件とした最大効率制御コードを提案する。

また，当該コードを 20 kW 級プロトタイプ機に適用して

Matlab/Simulink®解析を実施し，提案したコードの妥当性を検

証したので報告する。 

２．回転条件分割型磁束一定制御の考え方 

HTS-ISMは，かご型誘導機と同様の簡易な構造ながら同

期定常回転が実現される特長を有する[1]。しかしながら，可

変速時や要求負荷トルク変化時には，かご型巻線に捕捉した

磁束を一旦解除して別途値の磁束を捕捉する必要が頻繁に

生じ，その際はすべり回転状態(磁束フロー状態)に移行する

ことから損失が発生してしまう。従って，HTS-ISMに要求され

る運転範囲(回転数とトルク)に対して，それを特定の領域に分

割して，当該範囲における磁束一定制御を提案する。 

Fig. 1には，回転機に要求される一般的トルク-回転数特性

を示す。同図に示すように，回転機の最大トルクは低速時に

定トルク特性として，またある回転数以上では定出力特性とし

て制約される。上記特性をメッシュ状に分割し，例えば色塗り

した領域において，磁束をΦ’
s,i,j一定とした制御を実施するこ

とになる。 

３．解析対象とした回転機 

上記提案した制御方法の妥当性を検証するために， 

Matlab/Simulink®を適用したシミュレーションを行った。Fig. 2

には，解析対象とした20 kW級HTS-ISMの外観写真を示す。

同回転機は，固定子に銅巻線が，また回転子にHTS巻線

(BSCCOテープ材)がそれぞれ使用されている。 

４．解析結果と考察 

 Fig. 3には，回転数を一定(900 rpm)として，縦軸をトルク，横

軸を一次電圧とした効率マップを示す。同図は，あるトルクお

よび回転数に対して最大効率値をプロットする一般的な効率

マップとは異なる。即ち，回転数一定の制約条件下で，要求ト

ルクに対して電圧を変化させ，最大効率を実現する磁束の条

件から外れた特性まで調べたマップである。同図より，ある要

求トルクおよび回転数に対して，高効率特性を実現する磁束

の範囲が広いことが分かり，回転条件分割型磁束一定制御

の妥当性が確かめられた。その他，トルクを一定とした効率マ

ップの検討も行っており，詳細な内容は講演当日に報告す

る。 
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Fig.1 Schematic diagram of torque (τ) vs. rotating speed (N) 

characteristic and concept of fixed magnetic flux control. 

Fig. 2 Photograph of a 20 kW class HTS-ISM considered 

for analysis. 

Fig. 3 Example of analysis result. Efficiency (η) contour 

is obtained for different values of torque and primary 

voltage at 900 rpm. 
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